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                                    平成 ○○年○○月○○日 

日本ＬＰガス団体協議会 会長殿 

 

 

 

平成２４年度石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・

利用インフラ整備事業（石油ガス充てん所貯槽耐震整備事業に係るもの））交

付申請書 

 

 

石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・利用インフラ整備事業（石

油ガス充てん所貯槽耐震整備事業に係るもの））業務方法書第８条の規定に基づき、下記のと

おり補助金の交付を申請します。 

 

記 

 

１．申請者 

法人名 株式会社 ニチダン 
法人登録印 

 

代表者名 
（役職、氏名） 

代表取締役社長 日団 一郎 

所在地 東京都港区虎ノ門一丁目１９番０号 

部署名 

役職 
企画部 部長 

電話番号 ０３－５５１１－○○○○ 

FAX 番号 ０３－５５１１－○○○○ 

責任者名 日団 太郎 Ｅ－ｍａｉｌ nichidantaro@nichidan.co.jp 

 

２．充てん所（実施場所） ※１ 

所在地 ○○県○○市○○区○○，○－○ 

部署名 

役職 
○○充填所 所長 

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

FAX 番号 ○○○－○○○－△△△△ 

責任者名 日団 強 Ｅ－ｍａｉｌ nichidantys@nichidan.co.jp 

※１ 実施場所が申請者の所在地と同一の場合は、記入不要です。 

 

 

 

注１：本用紙を大切に保管してください。（５年間） 

注２：この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
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３．事業の概要 
 

〇〇事業所内に設置している液化石油ガス貯槽の基礎について、改修工事を実施し、耐震性の向

上を図る 

 

４．補強工事内容（具体的に） 
 

① アンカーボルト補強工事： 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

                    〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

② 基礎ぺデスタル補強工事：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

                    〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

※別紙２・実施計画書（設備の配置図、工程表、見積書等含む）を添付 

 

５．補助金交付申請額 ※全て税抜き金額 

（１）補助事業に要する経費 ○○，○○○，○○○円 

（２）補助対象経費 ○○，○○○，○○○円 

（３）補助金交付申請額 ○○，○○○，○○○円 

 

６．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額           

 

７．資金調達計画（補助事業に要する経費） 

調達先 補助金 自己資金 借入金 合計 

調達金額 ○○，○○○，○○○円 ○○，○○○，○○○円 ○○，○○○，○○○円 ○○，○○○，○○○円 

※5項（３）と一致                                 ※5項（１）と一致 

 

 

注１：本用紙を大切に保管してください。（５年間） 

注２：この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

項目 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 補助率 補助金交付申請額 

①調査費 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円  

 ②設計費 ○○○，○○○円 ○○○，○○○円 ２／３ 

③工事費 ○○，○○○，○○○円 ○○，○○○，○○○円 
 

合計 
（１） 

○○，○○○，○○○円 

（２） 

○○，○○○，○○○円 
 

（３）            

○○，○○○，○○○円 
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８．補助事業の開始及び完了予定日 

開始予定日 平成 ○○年 ○月 ○日 完了予定日 平成 ○○年 ○月 ○日 

 

９．実施計画 

   別添 石油ガス充てん所貯槽耐震整備事業に関する実施計画書のとおり。（別紙２） 

 

１０．確認事項（有、無のいずれかに○を記載） 

（１）本事業に関し、他の補助金を重複して受けている。 

（国の他の補助金を受けている場合は申請できません） 

※業務方法書細則第４条（２）参照 

有  ・   無 

（２）本事業に関し「子会社・関連会社」の使用の有無 

本事業に関し「出資比率１５％以上の会社」を、工事請負契約

者又は資材購買契約者の対象として考えている。 

※業務方法書細則第３条（３）参照 

有  ・   無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：本用紙を大切に保管してください。（５年間） 

注２：この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

 
 
 
  

 

 


